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(57)【要約】
　　【課題】高い耐熱性を有しつつ、臭気が抑制されたポリスチレン系樹脂発泡シートを
提供すること。
　　【解決手段】ポリスチレン系樹脂及びポリフェニレンエーテル系樹脂が含有され且つ
前記ポリスチレン系樹脂及び前記ポリフェニレンエーテル系樹脂の合計量１００質量部に
対して前記ポリフェニレンエーテル系樹脂が１０～５０質量部含有されてなる樹脂組成物
を押出発泡してポリスチレン系樹脂発泡シートを形成するポリスチレン系樹脂発泡シート
の製造方法であって、前記樹脂組成物を溶融した溶融物がブレーカープレートを通過する
際の樹脂温度について、ブレーカープレートの中心部から外周部までの温度の最高温度か
ら最低温度を引いた値が２０℃以下になるようにすることを特徴とするポリスチレン系樹
脂発泡シートの製造方法などを提供する。
【選択図】　なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ポリスチレン系樹脂及びポリフェニレンエーテル系樹脂が含有され且つ前記ポリスチレ
ン系樹脂及び前記ポリフェニレンエーテル系樹脂の合計量１００質量部に対して前記ポリ
フェニレンエーテル系樹脂が１０～５０質量部含有されてなる樹脂組成物を押出発泡して
ポリスチレン系樹脂発泡シートを形成するポリスチレン系樹脂発泡シートの製造方法であ
って、
　前記樹脂組成物を溶融した溶融物がブレーカープレートを通過する際の樹脂温度につい
て、ブレーカープレートの中心部から外周部までの温度の最高温度から最低温度を引いた
値が２０℃以下になるようにすることを特徴とするポリスチレン系樹脂発泡シートの製造
方法。
【請求項２】
　ポリスチレン系樹脂及びポリフェニレンエーテル系樹脂が含有され且つ前記ポリスチレ
ン系樹脂及び前記ポリフェニレンエーテル系樹脂の合計量１００質量部に対して前記ポリ
フェニレンエーテル系樹脂を１０～５０質量部含有する樹脂組成物が押出発泡されてなる
ポリスチレン系樹脂発泡シートであって、
　前記樹脂組成物を溶融した溶融物がブレーカープレートを通過する際の樹脂温度につい
て、ブレーカープレートの中心部から外周部までの温度の最高温度から最低温度を引いた
値が２０℃以下になるようにして作製されたことを特徴とするポリスチレン系樹脂発泡シ
ート。
【請求項３】
　請求項２に記載のポリスチレン系樹脂発泡シートが成形されて得られることを特徴とす
る容器。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ポリスチレン系樹脂発泡シート、該ポリスチレン系樹脂発泡シートが成形さ
れて得られる容器、及びポリスチレン系樹脂発泡シートの製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、ポリスチレン系樹脂発泡シートは、食品用容器（食品用トレー、カップ等）等の
材料として広く用いられている。しかし、ポリスチレン系樹脂からなるポリスチレン系樹
脂発泡シートで形成された食品用容器は、耐熱性が十分に高いものではないため、電子レ
ンジ等によって加熱されると変形してしまう等の問題を有する。これに対して、耐熱性を
高めるべく、ポリスチレン系樹脂とともにポリフェニレンエーテル系樹脂を発泡剤により
発泡させて形成されたポリスチレン系樹脂発泡シート（「発泡シート」ともいう。）が提
案されている。
【０００３】
　しかるに、斯かるポリスチレン系樹脂発泡シートは、ポリフェニレンエーテル系樹脂が
含有されることによって特有の臭気が生じるため、そのままでは食品用容器等の形成材料
として利用し難いという問題がある。
【０００４】
　斯かる観点から、ポリスチレン系樹脂、ポリフェニレンエーテル系樹脂、及び臭気剤と
しての疎水性ゼオライトが所定量含有されてなるポリスチレン系樹脂発泡シートが提案さ
れている（特許文献１）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２００８－９４９１９号公報
【発明の概要】



(3) JP 2012-214810 A 2012.11.8

10

20

30

40

50

【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　しかしながら、疎水性ゼオライト以外には、ポリフェニレンエーテル系樹脂由来の特有
の臭気を抑制できる消臭剤は報告されておらず、また、疎水性ゼオライトについてもその
有効性が十分に確認されているわけではない。
　そのため、高い耐熱性を有しつつ、臭気が抑制されたポリスチレン系樹脂発泡シートを
得ることが困難となっている。
【０００７】
　本発明は、上記問題点及び要望点に鑑み、高い耐熱性を有しつつ、臭気が抑制されたポ
リスチレン系樹脂発泡シートを提供し、ひいては、臭気の抑制された容器を提供すること
を課題とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明は、上記課題を解決するために、ポリスチレン系樹脂及びポリフェニレンエーテ
ル系樹脂が含有され且つ前記ポリスチレン系樹脂及び前記ポリフェニレンエーテル系樹脂
の合計量１００質量部に対して前記ポリフェニレンエーテル系樹脂が１０～５０質量部含
有されてなる樹脂組成物を押出発泡してポリスチレン系樹脂発泡シートを形成するポリス
チレン系樹脂発泡シートの製造方法であって、前記樹脂組成物を溶融した溶融物がブレー
カープレートを通過する際の樹脂温度について、ブレーカープレートの中心部から外周部
までの温度の最高温度から最低温度を引いた値が２０℃以下になるようにすることを特徴
とするポリスチレン系樹脂発泡シートの製造方法を提供する。
【０００９】
　また、本発明は、上記課題を解決するために、ポリスチレン系樹脂及びポリフェニレン
エーテル系樹脂が含有され且つ前記ポリスチレン系樹脂及び前記ポリフェニレンエーテル
系樹脂の合計量１００質量部に対して前記ポリフェニレンエーテル系樹脂を１０～５０質
量部含有する樹脂組成物が押出発泡されてなるポリスチレン系樹脂発泡シートであって、
前記樹脂組成物を溶融した溶融物がブレーカープレートを通過する際の樹脂温度について
、ブレーカープレートの中心部から外周部までの温度の最高温度から最低温度を引いた値
が２０℃以下になるようにして作製されたことを特徴とするポリスチレン系樹脂発泡シー
トを提供する。
【００１０】
　さらに、本発明は、前記ポリスチレン系樹脂発泡シートが成形されて得られることを特
徴とする容器を上記課題の解決手段として提供する。
【発明の効果】
【００１１】
　本発明によれば、高い耐熱性を有しつつ、臭気が抑制されたポリスチレン系樹脂発泡シ
ート及び容器を提供し得る。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】ハイドロタルサイトのＴＧ／ＤＴＡチャートを示す図。
【図２】ハイドロタルサイトの粉末Ｘ線回折パターンを示す図。
【図３】ハイドロタルサイト焼成物の粉末Ｘ線回折パターンを示す図。
【図４】実施例で用いた第２押出機のスクリューの先端部を示す図。（（ａ）正面図、（
ｂ）側面図）。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　以下、本発明の一実施形態について説明する。
【００１４】
　本実施形態のポリスチレン系樹脂発泡シートは、ポリスチレン系樹脂、ポリフェニレン
エーテル系樹脂、及びハイドロタルサイト焼成物（「焼成物」ともいう。）が含有されて
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なる樹脂組成物を押出発泡して形成されている。
【００１５】
　本実施形態のポリスチレン系樹脂発泡シートは、例えば、食品包装用容器の形成に用い
られる場合であれば、好ましくは１．５～３．０ｍｍの厚みとされ、好ましくは、０．０
５５～０．１８ｇ／ｃｍ3 の密度とされる。
【００１６】
　さらに、本実施形態のポリスチレン系樹脂発泡シートの連続気泡率は、好ましくは１８
％以下であり、より好ましくは３～１８％である。
　本実施形態のポリスチレン系樹脂発泡シートは、連続気泡率に係る上記のような特性を
有することで内部の臭気成分を利用者に感じさせない程度に徐々に放散させることができ
、臭気の抑制効果に特に優れるという利点を有する。
【００１７】
　前記連続気泡率は、空気比較式比重計（東京サイエンス（株）社製）を用いて測定され
る、発泡シートの試験体の体積Ｖから、下記式より算出することができる。
　　連続気泡率（％）＝（Ｖ0 －Ｖ）／Ｖ0 ×１００
　尚、上記式において、Ｖは上記した方法で測定される試験体の体積（ｃｍ3 ）、Ｖ0 は
測定に使用した試験体の外形寸法から計算される試験体の見掛けの体積（ｃｍ3 ）である
。
【００１８】
　また、本実施形態のポリスチレン系樹脂発泡シートは、平均気泡径を８０～４５０μｍ
とすることが好ましい。
　なお、ポリスチレン系樹脂発泡シートの平均気泡径は、ＡＳＴＭ　Ｄ２８４２－６９に
記載されている方法に準拠して測定することができる。即ち、試験用の発泡シート試料を
、押出方向に直交する平面に沿って切断し、また、押出方向及び厚み方向に広がる平面に
沿って切断し、それぞれの切断面厚み方向の両外側１／１０の部分を除いた部分につき、
走査型電子顕微鏡（日立製作所社製「Ｓ－３０００Ｎ」）を用いて１７～２０倍、必要に
応じて最大２００倍に拡大して撮影する。撮影した４つの画像をそれぞれＡ４用紙上に印
刷して、ＭＤ方向（押出方向）、ＴＤ方向（押出方向に直交し且つシート面に沿った方向
）、ＶＤ方向（厚み方向）の各方向に沿った平行な線分（長さ６０ｍｍ）を各Ａ４用紙に
つき６ヶ所引く。斯かる線分に重なる気泡の数から、各方向における気泡の平均弦長（ｔ
）を下記式（１）により算出する。ただし、線分は、できる限り気泡が接点でのみ接しな
いように引き、接してしまった場合は、気泡数に含めることとする。
　　平均弦長（ｔ）＝６０／（気泡数×写真の倍率）・・・（１）
　そして、下記式（２）により、各方向における気泡径を算出する。
　Ｄ＝ｔ／０．６１６・・・（２）
　更に、上記の如くして測定した各気泡径（ＤMD、ＤTD、ＤVD）に基づいて、平均気泡径
を下記式（３）により算出する。
　　平均気泡径（ｍｍ）＝（ＤMD＋ＤTD＋ＤVD）／３・・・（３）
　なお、試験用の発泡シート試料の厚みが薄く、ＶＤ方向に６０ｍｍ長さ分の線分を引く
ことができない場合は、３０ｍｍ又は２０ｍｍ長さの線分に重なる気泡数を数えて、６０
ｍｍ長さ線分における気泡数に換算する。
【００１９】
　本実施形態のポリスチレン系樹脂発泡シートは、平均気泡径を８０μｍ以上とすること
で、気泡の膜が厚くなり、連続気泡率を低くさせやすくなる（連続気泡率が１８％以下に
なりやすい）。しかも、平均気泡径を８０μｍ以上とすることで、強度が高くなるという
効果も発揮される。
　また、本実施形態のポリスチレン系樹脂発泡シートは、平均気泡径を４５０μｍ以下と
した場合には、気泡径が大きすぎず、外観が良好となり、また、平滑性や光沢性にも優れ
、さらに、割れ難くなるという効果を奏する。
【００２０】
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　また、本実施形態のポリスチレン系樹脂発泡シートは、ノルマル酪酸の含有量が０．５
０ｐｐｍ未満であることが好ましく、０．３０ｐｐｍ未満であることがより好ましい。
　本実施形態のポリスチレン系樹脂発泡シートは、ノルマル酪酸の含有量が０．５０ｐｐ
ｍ未満である場合には、臭気がより一層抑制されるという利点を有する。
　なお、このノルマル酪酸の含有量は実施例に記載の方法によって確認することができる
。
【００２１】
　また、本実施形態のポリスチレン系樹脂発泡シートは、該発泡シート（３０ｍｍ×３０
ｍｍ、重量４０ｇ）をテトラーバック（１０Ｌ）に入れ、活性炭を通気した空気１０Ｌを
該テトラーバックに充填し、常温にて２４時間放置した際におけるテトラーバック内のガ
スに含まれるノルマル酪酸の濃度が、１．５ｐｐｂ以下であることが好ましく、０．３０
ｐｐｍ未満であることがより好ましい。
　本実施形態のポリスチレン系樹脂発泡シートは、この濃度が１．５ｐｐｂ以下である場
合には、臭気がより一層抑制されるという利点を有する。
　なお、この濃度は実施例に記載の方法によって確認することができる。
【００２２】
　このようなポリスチレン系樹脂発泡シートの形成に用いられるポリスチレン系樹脂は、
ポリフェニレンエーテル系樹脂との相溶性の観点から、スチレン単独重合体などのポリス
チレン樹脂が好適である。
【００２３】
　一方、前記ポリフェニレンエーテル系樹脂は、耐熱性の付与に有効なものであり、通常
、次の一般式で表されるものを採用することができる。
【００２４】
【化１】

【００２５】
　ここでＲ1及びＲ2は、炭素数１～４のアルキル基又はハロゲン原子を示し、ｎは、重合
度を表す正の整数である。
　例示すれば、ポリ（２，６－ジメチルフェニレン－１，４－エーテル）、ポリ（２，６
－ジエチルフェニレン－１，４－エーテル）、ポリ（２，６－ジクロルフェニレン－１，
４－エーテル）等が本実施形態において用いられ得る。
　また、重合度ｎは、通常１０～５０００の範囲内である。
【００２６】
　このポリフェニレンエーテル系樹脂は、前記ポリスチレン系樹脂との合計１００質量部
に対して、１０質量部以上５０質量部以下となる割合で含有される。
　なお、ポリフェニレンエーテル系樹脂は、耐熱性の向上に有効なものであり、ポリスチ
レン系樹脂との合計１００質量部に対して、１０質量部以上５０質量部以下となる割合で
含有させるのは、上記範囲未満では、ポリフェニレンエーテル系樹脂の添加効果が十分に
発揮されないおそれを有し、逆に上記範囲を超えてポリフェニレンエーテル系樹脂を含有
させても、それ以上にポリフェニレンエーテル系樹脂の添加効果が発揮されないおそれを
有するためである。
　また、一般的にはポリスチレン系樹脂に比べて高価であるために上記範囲を超えてポリ
フェニレンエーテル系樹脂を含有させると材料コストの観点においても問題を生じさせる
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おそれを有する。
【００２７】
　通常、ポリスチレン系樹脂のビカット軟化温度（ＪＩＳ　Ｋ７２０６－１９９１、Ｂ法
、５０℃／ｈ）は、１０２℃程度であるが、上記のようなポリフェニレンエーテル系樹脂
を含有させることにより、ビカット軟化温度を１１０～１５５℃の範囲に向上させること
ができ、該ポリフェニレンエーテル系樹脂及び前記ポリスチレン系樹脂を使用することで
、得られるポリスチレン系樹脂発泡シートや該ポリスチレン系樹脂発泡シートを２次加工
した製品などの耐熱性向上を図り得る。
【００２８】
　一般にポリスチレン系樹脂が用いられてなる製品に耐熱性が求められる場合には、スチ
レンホモポリマーよりもビカット軟化温度の高いスチレン－メタクリル酸共重合体、スチ
レン－無水マレイン酸共重合体、スチレン－マレイミド共重合体、ポリパラメチルスチレ
ン樹脂などのコポリマーをその形成材料に採用することが行われている。
　一方で、上記のようにポリフェニレンエーテル系樹脂をブレンドする方法は、単に製品
に耐熱性を付与することができるばかりでなく、優れた靱性を付与することができる点に
おいても優れている。
【００２９】
　したがって、ポリフェニレンエーテル系樹脂及びポリスチレン系樹脂を使用して発泡ト
レーなどの容器を形成させることにより、急激な変形が加えられても割れたりすることの
ない発泡トレーを形成させ得る。
【００３０】
　また、本実施形態のポリスチレン系樹脂発泡シートは、前記ポリフェニレンエーテル系
樹脂及び前記ポリスチレン系樹脂を押出機内で溶融混合させた溶融物を該押出機から押出
発泡させて形成されてなる。また、本実施形態のポリスチレン系樹脂発泡シートは、前記
押出機における前記溶融物の最高到達温度が、好ましくは２２０～３４０℃である。
　本実施形態のポリスチレン系樹脂発泡シートは、前記押出機における前記溶融物の最高
到達温度が３４０℃以下である場合には、臭気成分の含有量、特にノルマル酪酸の含有量
が低減され、臭気が抑制されるという利点を有する。また、前記押出機における前記溶融
物の最高到達温度が２２０℃以上である場合には、前記ポリフェニレンエーテル系樹脂及
び前記ポリスチレン系樹脂が十分に溶融混合されて、得られる樹脂組成物の発泡性が高ま
るという利点を有する。
【００３１】
　本実施形態のポリスチレン系樹脂発泡シートは、前記ポリスチレン系樹脂及び前記ポリ
フェニレンエーテル系樹脂を所定の割合で含有する樹脂組成物を押出機内で溶融混合させ
、該押出機で溶融混合させた溶融物を該押出機から押出発泡させて形成されるものである
。
【００３２】
　前記樹脂組成物は、前記ポリスチレン系樹脂や前記ポリフェニレンエーテル系樹脂以外
に、ハイドロタルサイト焼成物を消臭剤として含有する。
　ハイドロタルサイトは、天然に産出する粘土鉱物の一種であり、通常、下記一般式で表
される複水酸化物である。

　　Ｍ1
8-xＭ

2
x（ＯＨ）16ＣＯ2・ｎＨ2Ｏ

　ここで、Ｍ1 としては、Ｍｇ2+、Ｆｅ2+、Ｚｎ2+、Ｃａ2+、Ｌｉ2+、Ｎｉ2+、Ｃｏ2+、
Ｃｕ2+の何れかであり、Ｍ2 としては、Ａｌ3+、Ｆｅ3+、Ｍｎ3+の何れかであり、ｘは２
～５が好ましく、ｎは０以上の整数である。
【００３３】
　また、近年では合成品も市販されており、例えば、塩基性炭酸マグネシウム粒子の水懸
濁液と水酸化アルミニウムの水懸濁液とを、マグネシウム原子とアルミニウム原子との比
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（Ｍｇ／Ａｌ）が所定の割合（例えば２．６～３．２）となるように混合し、さらに水酸
化ナトリウム、水酸化カリウム、水酸化アンモニウムなどの苛性アルカリを加えてｐＨ８
．５～１１．５の反応液を得る工程、該工程によって得られた前記反応液を、例えば、５
０～１００℃で０．５～２０時間加熱熟成する工程、および、該工程で加熱熟成された後
の液からハイドロタルサイト粒子を固液分離、洗浄、脱水および乾燥する工程を経て作製
されたものが市販されたりしており、このようなハイドロタルサイトを焼成した焼成物も
天然産のハイドロタルサイトを焼成した焼成物と同様に使用可能である。
【００３４】
　なお、ハイドロタルサイトは、図１に示すＴＧ／ＤＴＡチャートからもわかるように、
加熱すると吸着水や結晶水等を放出するもので、２００℃以上に焼成されることで吸着水
が放出され、４００℃以上、例えば５５０℃に焼成されることで炭酸根や水酸基が脱離さ
れるものであり粉末Ｘ線回折装置（株式会社リガク社製、ＲＡＤシステム）で２θ＝１０
～７０度で分析すると、図２に示すようなチャート結果を示す物質である。
【００３５】
　前記ハイドロタルサイト焼成物は、上記のような温度で焼成することにより得られる化
合物であり、また、焼成後も陰イオン交換能を保持している化合物である。
　該ハイドロタルサイト焼成物としては、例えば、下記一般式で表されるものを採用する
ことが好ましい。

　　Ｍｇ0.7Ａｌ0.3Ｏ1.15

　該ハイドロタルサイト焼成物は、粉末Ｘ線回折装置（株式会社リガク社製、ＲＡＤシス
テム）で２θ＝１０～７０度で分析した粉末Ｘ線回折パターンに特徴的な３つのピークを
示すものであり、図３に示すようなチャート結果を示す物質である。
【００３６】
　前記樹脂組成物における前記ハイドロタルサイト焼成物の含有量は、多い方が本発明に
係るポリスチレン系樹脂発泡シートを、より一層臭気の抑制されたものとすることができ
るという利点があるが、該含有量が過度に多いと、該樹脂組成物の発泡性を低下させるお
それを有する。
　従って、臭気を抑制しつつ良好な発泡状態をポリスチレン系樹脂発泡シートに付与し得
る点において前記ポリスチレン系樹脂及び前記ポリフェニレンエーテル系樹脂の合計量１
００質量部に対する前記ハイドロタルサイト焼成物の好ましい含有量は、０．０５～２０
質量部であり、より好ましい含有量は、０．１～１０質量部であり、更により好ましい含
有量は、０．１２～２．９質量部である。
　また、前記ハイドロタルサイト焼成物の粒径は、小さい方が、前記樹脂組成物中に分散
されやすくなり臭気の抑制効果が高くなるが、該粒径が過度に小さいものは市販等がされ
ておらず入手が困難であるばかりでなく舞い上がりやすく取り扱いが困難になるおそれを
有する。
　従って、臭気の抑制されたポリスチレン系樹脂発泡シートを製造容易にさせ得る点にお
いて本実施形態において採用する前記焼成物の粒径（体積平均径）は、１～１００μｍと
することが好ましく、２～２０μｍとすることがより好ましい。
　さらに、前記ハイドロタルサイト焼成物の比表面積は、１３０ｍ2 ／ｇ以上が好ましい
。該比表面積が１３０ｍ2 ／ｇ以上である場合には、前記樹脂組成物に接触されやすくな
り臭気の抑制効果が高くなる。なお、比表面積は、ＢＥＴ法によって測定したものを意味
する。
　また、該樹脂組成物には、シリカ系やゼオライト系の前記ハイドロタルサイト焼成物以
外の消臭剤を含有させてもよく、なかでも、シリカを消臭剤として含有させることが好ま
しい。
【００３７】
　さらに、前記樹脂組成物には、発泡剤や気泡調整剤といった発泡のための成分、及び一
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般的なポリスチレン系樹脂発泡シートの原材料として利用されている各種添加剤を含有さ
せてもよい。
【００３８】
　前記発泡剤としては、揮発性発泡剤、無機ガス系発泡剤、分解型発泡剤等を、それぞれ
単独で又は２以上組み合わせて用いられる。揮発性発泡剤としては、例えばプロパン、ノ
ルマルブタン、イソブタン、ペンタン、ヘキサン等の脂肪族炭化水素類、シクロブタン、
シクロペンタン等の環式脂肪族炭化水素類等が挙げられる。無機ガス系発泡剤としては、
二酸化炭素、窒素、空気等の不活性ガスが用いられる。また、分解型発泡剤としては、ア
ゾジカルボンアミド、ジニトロソペンタメチレンテトラミン、アゾビスイソブチロニトリ
ル、重炭酸ナトリウム等が挙げられる。しかしながら、ポリスチレン系樹脂発泡シートの
熱成形に先立つ加熱時の二次発泡性向上の観点からは、揮発性発泡剤を主たる発泡剤とし
て使用することが望ましい。発泡剤の添加量は、発泡剤の種類、基材樹脂、目的とする発
泡倍率等によって異なるため、発泡剤の種類、基材樹脂の種類に応じて目的とする発泡倍
率が得られるように選択すればよい。
　前記発泡剤とともに併用される気泡調整剤としては、タルク、シリカ等の無機粉末や、
多価カルボン酸の酸性塩、多価カルボン酸と炭酸ナトリウム或いは重炭酸ナトリウムとの
反応混合物等が挙げられる。気泡調整剤の添加量は、前記ポリスチレン系樹脂と前記ポリ
フェニレンエーテル樹脂との合計１００質量部に対して０．５～５質量部であることが好
ましい。
　なお、前記添加剤としては、安定剤、紫外線吸収剤、酸化防止剤、着色剤等があげられ
る。
【００３９】
　本実施形態に係るポリスチレン系樹脂発泡シートを形成させるためには、一般的に押出
発泡に用いられている設備を利用することができ、本実施形態のポリスチレン系樹脂発泡
シートの製造方法では、前記のような樹脂組成物を第１押出機及び第２押出機を備えるタ
ンデム式押出機を用いて、溶融混練して溶融物を作製し、該溶融物を押出発泡させて、ポ
リスチレン系樹脂発泡シートを形成させることができる。
【００４０】
　以下に揮発性発泡剤を用いる場合の具体的な手順を説明すると、まず、ポリスチレン系
樹脂、及びハイドロタルサイトの焼成物を押出機で溶融混練して、本実施形態に係るポリ
スチレン系樹脂発泡シートを構成する樹脂組成物よりもハイドロタルサイトの焼成物の濃
度が高いマスターバッチを作製する。このとき、ポリフェニレンエーテル系樹脂から臭気
の元になる成分を除去することが出来る点において、ポリスチレン系樹脂組成物に含有さ
せるポリフェニレンエーテル系樹脂の一部を、予め、前記マスターバッチに含有させてお
いてもよい。
　そして、前記マスターバッチを用いて、前記配合物の内、発泡剤を除く全ての材料を第
１押出機に供給し、該第１押出機における前記溶融物の最高到達温度が好ましくは２２０
～３４０℃となるように加熱し、これらを溶融混練して溶融物を作製する。
　本実施形態のポリスチレン系樹脂発泡シートの製造方法は、ポリスチレン系樹脂及びハ
イドロタルサイトの焼成物が含有され且つ本実施形態に係るポリスチレン系樹脂発泡シー
トを構成する樹脂組成物よりもハイドロタルサイトの焼成物の濃度が高いマスターバッチ
を生成し、該マスターバッチと、ポリスチレン系樹脂と、ポリフェニレンエーテル系樹脂
とを混合することによって樹脂組成物を生成することにより、以下の利点がある。即ち、
ポリスチレン系樹脂組成物内にハイドロタルサイトの焼成物がより一層分散されて存在し
やすくなるため、臭気がより一層抑制されるという利点がある。また、直接粉末状のハイ
ドロタルサイトの焼成物を押出機に供給する場合と違って、押出機の熱気によりハイドロ
タルサイトの焼成物が作業現場の環境に飛散してしまうのを抑制できるという利点もある
。なお、前記マスターバッチを用いずに、直接粉末状のハイドロタルサイトの焼成物と、
ポリスチレン系樹脂と、ポリフェニレンエーテル系樹脂とを混合することによって樹脂組
成物を生成してもよい。
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　前記マスターバッチが更にポリフェニレンエーテル系樹脂を含有する場合には、本実施
形態のポリスチレン系樹脂発泡シートの製造方法は、マスターバッチの段階においてマス
ターバッチに含まれるポリフェニレンエーテル系樹脂の臭気が抑制され、更に、ポリスチ
レン系樹脂組成物内にハイドロタルサイトの焼成物が更により一層分散されて存在しやす
くなるため、臭気が更により一層抑制されるという利点がある。
　前記マスターバッチには、ハイドロタルサイトの焼成物が５～４０質量％で含有される
ようにすることが好ましい。
【００４１】
　そして、前記第１押出機では、その途中に設けた注入口から発泡剤を該第１押出機内部
に導入し該発泡剤を前記溶融物とともに溶融混合して発泡剤含有溶融物を作製する。
　次いで、該発泡剤含有溶融物を第１押出機から第２押出機に供給する。そして、前記発
泡剤含有溶融物を冷却して前記第２押出機から円柱状となって押し出される発泡剤含有溶
融物の温度（「樹脂温度」ともいう。）について、シリンダーの断面における中心部から
外周部までの温度の最高温度から最低温度を引いた値（以下、「樹脂温度の高低差」とも
いう。）を、好ましくは、２０℃以下にし、シリンダーの外周部から中心部に向かって該
外周部からシリンダーの内径の１／４の深さの位置の温度を、好ましくは、得られる発泡
シートのガラス転移温度＋３０℃から該ガラス転移温度＋７０℃までの範囲内にし、サー
キュラーダイを用いて前記発泡剤含有溶融物を押出し発泡させ筒状の発泡体を形成させる
。
　該樹脂温度は、具体的には、第２押出機の出口に設けられ且つ径方向に孔が穿設された
ブレーカープレートの前記孔にサーミスターを通し、サーミスターを少しずつ（５ｍｍず
つ）移動させて断面における中心部から外周部までの温度分布を測定する。
　なお、樹脂温度の高低差を２０℃以下にさせる具体的な方法としては、スクリューの先
端部において発泡剤含有溶融物の混練性を高める方法が挙げられる。
　例えば、一般的にスクリューの先端面は、中央部を突出させた円錐形状となっているが
この先端面に溝や突起を設けてブレーカープレートに向けて流動する発泡剤含有溶融物を
前記突起や前記溝によって撹拌させるようにすればよい。
　より具体的には、第２押出機のスクリューの先端部を外周部から中心に向けて延びる複
数本の溝が放射状に設けられた形状として、シリンダーの中心部から外周部までの発泡剤
含有溶融物の混練性を高めることにより、樹脂温度の高低差を小さくすることが可能であ
る。ところで、第２押出機は、ポリスチレン系樹脂、ポリフェニレンエーテル系樹脂、及
び発泡剤を第１押出機で加熱し溶融混練して得られた発泡剤含有溶融物をシリンダーの壁
面やスクリューと接触させることにより、該発泡剤含有溶融物を発泡させるのに適した溶
融張力を示す温度にまで冷却させるものである。したがって、第２押出機内の発泡剤含有
溶融物が急激に冷却された場合、特に、該発泡剤含有溶融物が第２押出機の出口側で急激
に冷却された場合には、前記スクリューの先端部での混練性を高めても、樹脂温度の高低
差が十分に小さくならないおそれがある。よって、第２押出機は、第１押出機側から金型
側にかけて発泡剤含有溶融物が緩やかに冷却されるように温度設定することが好ましい。
　さらに、該発泡体の内外に設置した空冷リングで押出直後の該発泡体にエアーを吹き付
けて冷却し、得られた筒状の発泡体を押出方向に沿って切断し、ポリスチレン系樹脂発泡
シート（発泡シート）を作製する。
【００４２】
　なお、第１押出機において上記のような温度条件を採用することが好ましいのは、該第
１押出機内での前記溶融物の最高到達温度を３４０℃以下に抑制させることで得られるポ
リスチレン系樹脂発泡シートの臭気をさらに抑制させ得るためである。
　その機構については明確に把握されているわけではないが、該第１押出機内での温度が
３４０℃以下となるように加熱した場合には、ポリスチレンの熱による分解が抑制されて
臭気成分が生成され難くなるからであると考えられる。
　また、本実施形態のポリスチレン系樹脂発泡シートの製造方法では、前記のように、シ
リンダーの外周部から中心部に向かって該外周部からシリンダーの内径の１／４の深さの
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位置の温度を、前記発泡シートのガラス転移温度＋３０℃以上にすることにより、前記発
泡剤含有溶融物の粘度が高くなりすぎず、該発泡剤含有溶融物を押出機から押出しやすく
なって押出条件が安定するという利点がある。また、得られる発泡シートの外観が良好な
ものとなるため、歩留まりが良くなり、生産性が向上するという利点がある。
【００４３】
　また、本実施形態のポリスチレン系樹脂発泡シートの製造方法では、シリンダーの外周
部から中心部に向かって該外周部からシリンダーの内径の１／４の深さの位置の温度を、
前記発泡シートのガラス転移温度＋７０℃以下にすることにより、前記発泡剤含有溶融物
の粘度が低くなりすぎず、得られる発泡シートの連続気泡率を低くしやすくなる（該連続
気泡率を１８％以下にしやすくなる）。
【００４４】
　本発明の容器は、例えば、上記のような製造方法によって得られたポリスチレン系樹脂
発泡シートに熱成形や折り曲げ成形といった成形を施して作製され得る。本発明の容器は
、臭気成分の含有量が低いポリスチレン系樹脂発泡シートが用いられることにより、当該
容器としても臭気が抑制されたものとなる。
【００４５】
　なお、前記熱成形する方法としては、真空成形、圧空成形、真空圧空成形、プレス成形
等の方法が挙げられる。
　また、前記折り曲げ成形としては、ポリスチレン系樹脂発泡シートにＶ溝加工を施し、
該Ｖ溝を介して折り曲げて折箱容器とする方法などが挙げられる。
【００４６】
　尚、本実施形態のポリスチレン系樹脂発泡シート、容器、ポリスチレン系樹脂発泡シー
トの製造方法、及び容器の製造方法は、上記構成により、上記利点を有するものであるが
、本発明のポリスチレン系樹脂発泡シート、容器、ポリスチレン系樹脂発泡シートの製造
方法は、上記構成に限定されず、適宜設計変更可能である。
【実施例】
【００４７】
　次に、実施例および比較例を挙げて本発明についてさらに具体的に説明する。
【００４８】
　実施例および比較例のポリスチレン系樹脂発泡シート（発泡シート）の各特性値の測定
は、以下のように実施した。
【００４９】
＜坪量＞
　坪量は、発泡シートを押出方向に２０ｃｍの幅で押出方向と直交方向に切取り、その切
片の重量Ｗ（ｇ）と面積Ｓ（ｃｍ2 ）から下記式にて求めた。
　　坪量（ｇ／ｍ2）＝Ｗ／Ｓ×１００００
【００５０】
＜ノルマル酪酸、スチレン、トルエン、及びエチルベンゼンの含有量（単位試料重量当た
りの発生重量）＞
　パージアンドトラップ（Ｐ＆Ｔ）法によるガスクロマトグラフ質量分析を実施して、発
泡シートを２５０℃の温度で加熱した際に発生する揮発性有機化合物についての評価を行
った。
　まず、発泡シートを薄くスライスした後で、試料約５ｍｇを精秤し、アルミホイルに包
んでガラスライニングステンレスチューブ（ＧＬＴ管）にセットした。
　この状態でＧＬＴ管を２５０℃の温度で５分間加熱し、発生ガスをクライオフォーカス
部にコールドトラップし、その後、熱脱着して揮発成分をガスクロマトグラフ質量分析計
（ＧＣ／ＭＳ）に導入させて測定を行った。
　なお、測定には、日本電子データム社製のＧＣ／ＭＳ（型名「ＪＭＳ－Ｑ１０００ＧＣ
」）に、液クロサイエンス社製のＰ＆Ｔオートサンプラー（型名「ＴＤ－４Ｊ」）を組み
合わせ、Ｐｈｅｎｏｍｅｎｅｘ社製のカラム（ＺＢ－１（１０μｍ×０．２５ｍｍφ×６
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０ｍ））を用いて測定した。
　また、Ｐ＆Ｔ条件は以下の通りとした。
　ＰｕｒｇｅＴｉｍｅ（１０ｓ），ＩｎｊｅｃｔｉｏｎＴｉｍｅ（２０ｓ），Ｄｅｓｏｒ
ｂＴｉｍｅ（３００ｓ），ＤｅｌａｙＳｔａｒｔＴｉｍｅ（１０ｓ），ＤｅｓｏｒｂＨｅ
ａｔｅｒ（２５０℃），ＣｒｙｏＴｅｍｐＨｅａｔｉｎｇ（２００℃），ＣｒｙｏＴｅｍ
ｐＣｏｏｌｉｎｇ（－４０℃）
　さらに、測定条件は以下の通りとした。
・カラム温度：
　４０℃で３分間保持、１５℃／分で２００℃まで昇温、２５℃／分で２５０℃まで昇温
、２５０℃で６．３３分間保持
・キャリアガス：ヘリウム（流量：１ｍＬ／分）
・注入口温度：２５０℃
・インターフェイス温度：２５０℃
・検出器電圧：－１１４６Ｖ
・スプリット比：１／１０
・イオン源温度：２５０℃
・イオン化電流：３００μＡ
・イオン化エネルギー：７０ｅＶ
【００５１】
＜テトラーバックを用いた臭気の測定＞
　実施例及び比較例の発泡シート（３０ｍｍ×３０ｍｍ、重量４０ｇ）それぞれをテドラ
ーバッグ（１０Ｌ）に入れ、活性炭を通した空気１０Ｌを該テドラーバッグに充填し、常
温にて２４時間放置した。なお、発泡シート中のブタンガス臭の影響を少なくするために
、実施例及び比較例の発泡シートは、押出後３０日経過後のものをテトラーバックに入れ
た。
（１）テトラーバック内のガスに含有されるノルマル酪酸の濃度の測定
　テトラーバック内のガスをガスクロマトグラフ質量分析計（ＧＣ／ＭＳ）に導入させて
、ノルマル酪酸の濃度の測定を行った。
　測定装置は、上記のノルマル酪酸の含有量の測定に用いた装置を用い、また、測定条件
は、上記のノルマル酪酸の含有量の測定と同じ条件で行った。
（２）臭気判定士による６段階臭気強度の測定
　臭気判定士および臭気判定士試験の合格者の計５人によって、以下に示す６段階臭気強
度表示法により、上記テドラーバッグ内の臭気強度を測定し、５人の６段階臭気強度の算
術平均値を求めた。
・６段階臭気強度表示法
　　０：無臭　　１：やっと感知できる臭い　　２：何の臭いかがわかる弱い臭い
　　３：楽に感知できる臭い　　４：強い臭い　　５：強烈な臭い
（３）臭気センサーによる数値の測定
　コスモス電機社製ポータブルニオイセンサＸＰ－３２９III Ｒ（高感度酸化インジウム
系熱線型焼結半導体センサ）（測定範囲：０～２０００）（数値が大きいほうが、臭気が
強いことを示す。）を上記テドラーバッグに挿入して、数値を測定した。
（４）モニターによる５段階不快臭強度の測定
　モニター１０人（男女５人ずつ）によって、以下に示す５段階不快臭強度表示法により
、上記テドラーバッグ内の不快臭強度を測定し、１０人の５段階不快臭強度の算術平均値
を求めた。
　　１：無臭　　１：全く気にならない程度のわずかな臭い
　　３：気にならない程度（不快でない）の臭い
　　４：気になる程度（少し不快）の臭い　　５：不快な臭い
【００５２】
＜実施例１＞
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　まず、ハイドロタルサイト焼成物（以下、「焼成物」ともいう。）（東亞合成社製、消
臭剤「ケスモンＮＳ－７０」、平均粒径６μｍ）とポリスチレン系樹脂（ＤＩＣ社製、製
品名：「ＸＣ－５１５」）とを、シリンダ温度が２００～２２０℃に保持された二軸押出
機（口径：３０ｍｍ、Ｌ／Ｄ＝３５）に供給して溶融混練し、二軸押出機の先端に取り付
けられたダイ（直径３ｍｍ、孔数：４個）から押出量１０ｋｇ／ｈにてストランド状に押
し出して、焼成物が１０質量％含有された焼成物のマスターバッチを得た。
　また、シリカ（東亞合成社製、消臭剤「ケスモンＮＳ－１００」、平均粒径６μｍ）と
ポリスチレン系樹脂（ＤＩＣ社製、製品名：「ＸＣ－５１５」）とを、シリンダ温度が２
００～２２０℃に保持された二軸押出機（口径：３０ｍｍ、Ｌ／Ｄ＝３５）に供給して溶
融混練し、二軸押出機の先端に取り付けられたダイ（直径３ｍｍ、孔数：４個）から押出
量１０ｋｇ／ｈにてストランド状に押し出して、シリカが１０質量％含有されたシリカの
マスターバッチを得た。
　そして、ポリスチレン系樹脂（ＤＩＣ社製、製品名：「ＸＣ－５１５」）７０質量部と
、ポリフェニレンエーテル系樹脂（ＰＰＥ）及びポリスチレン系樹脂（ＰＳ）の混合樹脂
（ＳＡＢＩＣ社製、製品名：「ノリルＥＦＮ４２３０」、（ＰＰＥ／ＰＳ＝７０質量部／
３０質量部）３０質量部とからなる樹脂１００質量部に対して、気泡調整剤（タルクが練
り込まれたポリスチレン、タルクの含有量：４０質量％）（東洋スチレン社製、製品名「
ＤＳＭ１４０１Ａ」）が１質量部、焼成物が０．５質量部、シリカが０．５質量部となる
ように、ポリスチレン系樹脂（ＤＩＣ社製、製品名：「ＸＣ－５１５」）、混合樹脂、焼
成物のマスターバッチ、及び、シリカのマスターバッチを第１押出機（φ１１５ｍｍ）に
投入した。そして、該第１押出機における前記溶融物の最高到達温度（以下、単に「最高
到達温度」ともいう。）が２９５℃となるように加熱しこれらを溶融混練して溶融物を得
た。
　次いで、該第１押出機の途中に設けた注入口から、前記樹脂組成物１００質量部に対し
て、発泡剤としてのブタンガス（イソブタン及びノルマルブタンを組成とするもの）３．
０質量部を前記第１押出機に圧入し、溶融物と、前記ブタンガスとを混合して発泡剤含有
溶融物を得た。
　そして、該発泡剤含有溶融物を第１押出機から第２押出機（直径１５０ｍｍ）に供給し
、前記発泡剤含有溶融物を冷却して前記第２押出機から押し出される発泡剤含有溶融物の
温度について、第２押出機の断面における中心部から外周部までの温度の最高温度から最
低温度を引いた値（以下、「樹脂温度の高低差」ともいう。）を１３．４℃にし、シリン
ダーの外周部から中心部に向かって該外周部からシリンダーの内径の１／４の深さの位置
の温度を１７６℃にし、サーキュラーダイを用いて前記発泡剤含有溶融物を押出し発泡さ
せ発泡体を得た。次に、該発泡体の内外に設置した空冷リングで押出直後の該発泡体にエ
アーを吹き付けて冷却し、筒状体を得た。得られた筒状体を押出方向に沿って切断し、坪
量２２０ｇ／ｍ2 、厚み１．６０ｍｍ、幅１０５０ｍｍのポリスチレン系樹脂発泡シート
（発泡シート）を得た。
　なお、ここで用いたハイドロタルサイト焼成物は、図３と同様のＸ線回折パターンを示
すものである。
　また、第２押出機の円筒状のシリンダーとしては、内径が１５０ｍｍであるシリンダー
を用いた。さらに、第２押出機のスクリューとしては、図４に示すように、先端部を外周
部から中心に向けて延びる複数本の溝１が放射状に設けられた形状としたスクリューを用
いた。
【００５３】
＜実施例２＞
　最高到達温度を２７０℃に変更し、樹脂温度の高低差を１２．６℃に変更したこと以外
は、実施例１と同様にして発泡シートを作製した。
【００５４】
＜実施例３＞
　シリカを用いなかったこと、及び、樹脂温度の高低差を１２．５℃に変更したこと以外
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は、実施例１と同様にして発泡シートを作製した。
【００５５】
＜実施例４＞
　最高到達温度を２４５℃に変更し、樹脂温度の高低差を１２．７℃に変更したこと以外
は、実施例１と同様にして発泡シートを作製した。
【００５６】
＜実施例５＞
　シリカを用いなかったこと、及び、最高到達温度を２２５℃に変更し、樹脂温度の高低
差を１３．１℃に変更したこと以外は、実施例１と同様にして発泡シートを作製した。
【００５７】
＜実施例６＞
　シリカを用いなかったこと、及び、最高到達温度を３３５℃に変更し、樹脂温度の高低
差を１５．７℃に変更したこと以外は、実施例１と同様にして発泡シートを作製した。
【００５８】
＜実施例７＞
　シリカを用いなかったこと、及び、最高到達温度を３０５℃に変更し、樹脂温度の高低
差を１９．６℃に変更したこと以外は、実施例１と同様にして発泡シートを作製した。
【００５９】
＜実施例８＞
　シリカの代わりに、ポリアミン化合物（東亞合成社製、消臭剤「ケスモンＮＳ－２４１
」）を用い、前記樹脂１００質量部に対して、焼成物が０．３質量部、ポリアミン化合物
が０．３質量部となるようにしたこと、及び、最高到達温度を３０５℃に変更し、樹脂温
度の高低差を１２．４℃に変更したこと以外は、実施例１と同様にして発泡シートを作製
した。
【００６０】
＜実施例９＞
　前記樹脂１００質量部に対して、焼成物が０．３質量部、シリカが０．３質量部となる
ようにしたこと、及び、最高到達温度を３０５℃に変更し、樹脂温度の高低差を１２．２
℃に変更したこと以外は、実施例１と同様にして発泡シートを作製した。
【００６１】
＜実施例１０＞
　前記樹脂１００質量部に対して、焼成物が０．２５質量部、シリカが０．２５質量部と
なるようにしたこと、及び、最高到達温度を３０５℃に変更し、樹脂温度の高低差を１２
．３℃に変更したこと以外は、実施例１と同様にして発泡シートを作製した。
【００６２】
＜実施例１１＞
　シリカを用いなかったこと、前記樹脂１００質量部に対して、焼成物が０．２０質量部
となるようにしたこと、及び、最高到達温度を３０５℃に変更し、樹脂温度の高低差を１
２．３℃に変更したこと以外は、実施例１と同様にして発泡シートを作製した。
【００６３】
＜実施例１２＞
　シリカを用いなかったこと、前記樹脂１００質量部に対して、焼成物が０．１２質量部
となるようにしたこと、及び、最高到達温度を３０５℃に変更し、樹脂温度の高低差を１
２．４℃に変更したこと以外は、実施例１と同様にして発泡シートを作製した。
【００６４】
＜実施例１３＞
　シリカを用いなかったこと、前記樹脂１００質量部に対して、焼成物が０．１２質量部
となるようにしたこと、及び、最高到達温度を３３５℃に変更し、樹脂温度の高低差を１
３．５℃に変更したこと以外は、実施例１と同様にして発泡シートを作製した。
【００６５】
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＜実施例１４＞
　シリカを用いなかったこと、前記樹脂１００質量部に対して、焼成物が０．１２質量部
となるようにしたこと、及び、最高到達温度を３３５℃に変更し、樹脂温度の高低差を１
９．７℃に変更したこと以外は、実施例１と同様にして発泡シートを作製した。
【００６６】
＜実施例１５＞
　シリカを用いなかったこと、前記樹脂１００質量部に対して、焼成物が２．０質量部と
なるようにしたこと、及び、樹脂温度の高低差を１２．７℃に変更したこと以外は、実施
例１と同様にして発泡シートを作製した。
【００６７】
＜実施例１６＞
　シリカを用いなかったこと、前記樹脂１００質量部に対して、焼成物が２．９質量部と
なるようにしたこと、及び、樹脂温度の高低差を１３．０℃に変更したこと以外は、実施
例１と同様にして発泡シートを作製した。
【００６８】
＜実施例１７＞
　シリカを用いなかったこと、前記樹脂１００質量部に対して、焼成物が２．９質量部と
なるようにしたこと、及び、樹脂温度の高低差を１９．７℃に変更したこと以外は、実施
例１と同様にして発泡シートを作製した。
【００６９】
＜実施例１８＞
　シリカを用いなかったこと、及び、最高到達温度を２２５℃に変更し、樹脂温度の高低
差を１９．８℃に変更したこと以外は、実施例１と同様にして発泡シートを作製した。
【００７０】
＜実施例１９＞
　シリカを用いなかったこと、前記樹脂１００質量部に対して、焼成物が０．１２質量部
となるようにしたこと、及び、最高到達温度を２２５℃に変更し、樹脂温度の高低差を１
９．８℃に変更したこと以外は、実施例１と同様にして発泡シートを作製した。
【００７１】
＜実施例２０＞
　樹脂温度の高低差を１４．５℃に変更したこと、及び、第２押出機の円筒状のシリンダ
ーとして、内径が２００ｍｍであるものを用いたこと以外は、実施例１と同様にして発泡
シートを作製した。
【００７２】
＜実施例２１＞
　樹脂温度の高低差を１３．７℃に変更したこと、及び、第２押出機の円筒状のシリンダ
ーとして、内径が１１５ｍｍであるものを用いたこと以外は、実施例１と同様にして発泡
シートを作製した。
【００７３】
＜比較例１＞
　焼成物及びシリカを用いなかったこと、並びに、最高到達温度を３０５℃に変更し、樹
脂温度の高低差を１２．２℃に変更したこと以外は、実施例１と同様にして発泡シートを
作製した。
【００７４】
＜比較例２＞
　焼成物を用いなかったこと、及び、最高到達温度を３０５℃に変更し、樹脂温度の高低
差を１２．５℃に変更したこと以外は、実施例１と同様にして発泡シートを作製した。
【００７５】
＜比較例３＞
　焼成物を用いなかったこと、及び、最高到達温度を３０５℃に変更し、樹脂温度の高低
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【００７６】
＜比較例４＞
　焼成物を用いなかったこと、及び、最高到達温度を２７０℃に変更し、樹脂温度の高低
差を１２．８℃に変更したこと以外は、実施例１と同様にして発泡シートを作製した。
【００７７】
＜比較例５＞
　焼成物を用いなかったこと、前記樹脂１００質量部に対して、シリカを１．０質量部と
したこと、及び、樹脂温度の高低差を１２．５℃に変更したこと以外は、実施例１と同様
にして発泡シートを作製した。
【００７８】
＜比較例６＞
　焼成物及びシリカを用いなかったこと、並びに、最高到達温度を３４５℃に変更し、樹
脂温度の高低差を１２．５℃に変更したこと以外は、実施例１と同様にして発泡シートを
作製した。
【００７９】
　実施例及び比較例の消臭剤の配合量、最高到達温度、樹脂温度の高低差、ノルマル酪酸
の含有量、ノルマル酪酸の濃度、臭気強度、臭気センサー数値、不快臭強度、並びに、ス
チレン、トルエン、及びエチルベンゼンの全含有量を表１に示す。
【００８０】
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【表１】

【００８１】
　表１に示すように、本発明の範囲内である実施例の発泡シートは、ハイドロタルサイト
焼成物を用いていない比較例の発泡シートに比して、臭気に大きく影響を与える原因物質
の一つであるノルマル酢酸の含有量が低い値を示した。このことから、本発明によれば臭
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気の低減されたポリスチレン系樹脂発泡シートが得られることがわかる。
　なお、消臭剤として焼成物及びシリカを含有する実施例１０の発泡シートは、消臭剤の
全量が同程度で且つ消臭剤として焼成物のみを含有する実施例３、５－７、１８の発泡シ
ートに比して、スチレン由来の揮発成分であるスチレン、トルエン、エチルベンゼンの含
有量が低い値を示した。このことから、発泡シートが消臭剤として焼成物及びシリカを含
有することにより、スチレン、トルエン、及び、エチルベンゼンによる臭気を抑制でき、
また、該発泡シートを成形加工する際に、この加工で用いる金型やその他の設備にこれら
の成分が付着するのを抑制することができる。よって、消臭剤として焼成物及びシリカを
含むことが好ましい。
【００８２】
（追加例１）
　最高到達温度を３４５℃に変更し、樹脂温度の高低差を１３．１℃に変更したこと以外
は、実施例３と同様にして発泡シートを作製したところ、得られた発泡シートは、ノルマ
ル酢酸の含有量が０．７７ｐｐｍ、テトラーバック試験におけるノルマル酪酸の濃度が１
．６６ｐｐｂ、臭気強度が３．６、臭気センサー数値が６８２、不快臭強度が３．８であ
り、何れの値も、最高到達温度が３４０℃以下である実施例１～１７に比して高い値であ
り、最高到達温度が同じであり且つ焼成物を含有しない比較例６に比して低い値であった
。
（追加例２）
　最高到達温度を３４５℃に変更し、樹脂温度の高低差を１２．５℃に変更したこと以外
は、実施例１５と同様にして発泡シートを作製したところ、得られた発泡シートは、ノル
マル酢酸の含有量が０．５８ｐｐｍ、テトラーバック試験におけるノルマル酪酸の濃度が
１．６５ｐｐｂ、臭気強度が３．２、臭気センサー数値が６８９、不快臭強度が３．４で
あり、何れの値も、最高到達温度が３４０℃以下である実施例１～１７に比して高い値で
あり、最高到達温度が同じであり且つ焼成物を含有しない比較例６に比して低い値であっ
た。
　追加例１、２から、最高到達温度は、３４０℃以下であることが好ましいことがわかる
。
（追加例３）
　最高到達温度を２１５℃に変更したこと以外は、実施例３と同様にして発泡シートを作
製したところ、ポリフェニレンエーテル樹脂及びポリスチレン系樹脂が十分に溶融混合さ
れておらず、得られた発泡シートは、最高到達温度が２２０℃以上である実施例１～１７
の発泡シートに比して、発泡性が十分ではなかった。
　追加例３から、最高到達温度は、２２０℃以上であることが好ましいことがわかる。
（追加例４）
　第２押出機のスクリューとして、先端面に外周部から中心に向けて延びる溝が設けられ
ていないスクリューを用いることで、樹脂温度の高低差を２０．８℃に変更したこと以外
は、実施例３と同様にして発泡シートを作製した。この発泡シートは、ノルマル酢酸の含
有量が０．５５ｐｐｍ、テトラーバック試験におけるノルマル酪酸の濃度が１．５２ｐｐ
ｂ、臭気強度が３．２、臭気センサー数値が６１０、不快臭強度が３．５であり、何れの
値も、最高到達温度が３４０℃以下である実施例１～１７に比して高い値であった。
（追加例５）
　第２押出機のスクリューとして、先端面に外周部から中心に向けて延びる溝が設けられ
ていないスクリューを用いることで、樹脂温度の高低差を２０．８℃に変更したこと以外
は、実施例１５と同様にして発泡シートを作製した。この発泡シートは、ノルマル酢酸の
含有量が０．６７ｐｐｍ、テトラーバック試験におけるノルマル酪酸の濃度が１．８３ｐ
ｐｂ、臭気強度が３．２、臭気センサー数値が７１１、不快臭強度が３．５であり、何れ
の値も、最高到達温度が３４０℃以下である実施例１～１７に比して高い値であった。
　追加例４、５の発泡シートは、樹脂温度の高低差が２０℃以下である実施例１～１７の
発泡シートに比して、発泡性が十分ではなかった。このことから、樹脂温度の高低差は、
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（追加例６）
　第２押出機のスクリューとして、先端面に外周部から中心に向けて延びる溝が設けられ
ていないスクリューを用いることで、樹脂温度の高低差を２０．７℃に変更し、更に、最
高到達温度を２２５℃に変更したこと以外は、実施例３と同様にして発泡シートを作製し
た。この発泡シートは、ノルマル酢酸の含有量が０．６３ｐｐｍ、テトラーバック試験に
おけるノルマル酪酸の濃度が１．６２ｐｐｂ、臭気強度が３．４、臭気センサー数値が６
６６、不快臭強度が３．５であり、何れの値も、樹脂温度の高低差が２０℃以下である実
施例１～１７に比して高い値であった。
（追加例７）
　第２押出機のスクリューとして、先端面に外周部から中心に向けて延びる溝が設けられ
ていないスクリューを用いることで、樹脂温度の高低差を２１．２℃に変更し、更に、最
高到達温度を３４５℃に変更したこと以外は、実施例３と同様にして発泡シートを作製し
た。この発泡シートは、ノルマル酢酸の含有量が１．０５ｐｐｍ、テトラーバック試験に
おけるノルマル酪酸の濃度が２．６６ｐｐｂ、臭気強度が４．２、臭気センサー数値が８
２３、不快臭強度が４．０であり、何れの値も、樹脂温度の高低差が２０℃以下である実
施例１～１７に比して高い値であった。
（追加例８）
　第２押出機のスクリューとして、先端面に外周部から中心に向けて延びる溝が設けられ
ていないスクリューを用いることで、樹脂温度の高低差を２０．７℃に変更し、更に、最
高到達温度を２２５℃に変更したこと、及び、第２押出機の円筒状のシリンダーとして、
内径が２００ｍｍであるものを用いたこと以外は、実施例３と同様にして発泡シートを作
製した。この発泡シートは、ノルマル酢酸の含有量が０．６３ｐｐｍ、テトラーバック試
験におけるノルマル酪酸の濃度が１．６２ｐｐｂ、臭気強度が３．４、臭気センサー数値
が６６６、不快臭強度が３．６であり、何れの値も、樹脂温度の高低差が２０℃以下であ
る実施例１～１７に比して高い値であった。
（追加例９）
　第２押出機のスクリューとして、先端面に外周部から中心に向けて延びる溝が設けられ
ていないスクリューを用いることで、樹脂温度の高低差を２１．２℃に変更し、更に、最
高到達温度を２２５℃に変更したこと、及び、第２押出機の円筒状のシリンダーとして、
内径が１１５ｍｍであるものを用いたこと以外は、実施例３と同様にして発泡シートを作
製した。この発泡シートは、ノルマル酢酸の含有量が０．７１ｐｐｍ、テトラーバック試
験におけるノルマル酪酸の濃度が１．６６ｐｐｂ、臭気強度が３．４、臭気センサー数値
が６８０、不快臭強度が３．６であり、何れの値も、樹脂温度の高低差が２０℃以下であ
る実施例１～１７に比して高い値であった。
　追加例６～９からも、樹脂温度の高低差は、２０℃以下であることが好ましいことがわ
かる。
　なお、追加例４～９は、第２押出機のシリンダー内の発泡剤含有溶融物の流れ方向の温
度を第２押出機の出口側で急激に低下させた。
（追加例１０、１１）
　また、焼成物のマスターバッチを用いずに、粉体状のまま焼成物を第１押出機に投入し
たこと、前記樹脂１００質量部に対して、シリカを１．０質量部としたこと、及び、樹脂
温度の高低差を１２．４℃に変更したこと以外は、実施例３と同様にして発泡シートを作
製し、更に、焼成物のマスターバッチを用いずに、粉体状のまま焼成物を第１押出機に投
入したこと以外は、実施例３と同様にして発泡シートを作製したところ、これらの発泡シ
ートは、焼成物のマスターバッチを用いた実施例１～１７の発泡シートに比して、発泡性
が十分ではなかった。このことから、第１押出機に焼成物を投入する際には、焼成物のマ
スターバッチを用いることが好ましいことがわかる。
【００８３】
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【表２】
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【手続補正書】
【提出日】平成24年9月10日(2012.9.10)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ポリスチレン系樹脂及びポリフェニレンエーテル系樹脂が含有され且つ前記ポリスチレ
ン系樹脂及び前記ポリフェニレンエーテル系樹脂の合計量１００質量部に対して前記ポリ
フェニレンエーテル系樹脂が１０～５０質量部含有されてなる樹脂組成物を押出発泡して
ポリスチレン系樹脂発泡シートを形成するポリスチレン系樹脂発泡シートの製造方法であ
って、
　前記樹脂組成物を溶融した溶融物がブレーカープレートを通過する際の樹脂温度につい
て、ブレーカープレートの中心部から外周部までの温度の最高温度から最低温度を引いた
値が２０℃以下になるようにし、
　前記樹脂組成物として、ハイドロタルサイト焼成物をさらに含有している樹脂組成物を
用いることを特徴とするポリスチレン系樹脂発泡シートの製造方法。
【請求項２】
　請求項１に記載のポリスチレン系樹脂発泡シートの製造方法で作製されたポリスチレン
系樹脂発泡シート。
【請求項３】
　請求項２に記載のポリスチレン系樹脂発泡シートが成形されて得られることを特徴とす
る容器。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００８
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０００８】
　本発明は、上記課題を解決するために、ポリスチレン系樹脂及びポリフェニレンエーテ
ル系樹脂が含有され且つ前記ポリスチレン系樹脂及び前記ポリフェニレンエーテル系樹脂
の合計量１００質量部に対して前記ポリフェニレンエーテル系樹脂が１０～５０質量部含
有されてなる樹脂組成物を押出発泡してポリスチレン系樹脂発泡シートを形成するポリス
チレン系樹脂発泡シートの製造方法であって、前記樹脂組成物を溶融した溶融物がブレー
カープレートを通過する際の樹脂温度について、ブレーカープレートの中心部から外周部
までの温度の最高温度から最低温度を引いた値が２０℃以下になるようにすることを特徴
とするポリスチレン系樹脂発泡シートの製造方法を提供する。
　前記樹脂組成物として、ハイドロタルサイト焼成物をさらに含有している樹脂組成物を
用いる。
【手続補正３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００９
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０００９】
　また、本発明は、前記ポリスチレン系樹脂発泡シートの製造方法で作製されたポリスチ
レン系樹脂発泡シートを上記課題の解決手段として提供する。
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